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１ 監査の対象    財政課、契約検査室、建築住宅課 

 

２ 監査の期間    令和 4年 9月 2日から令和 4年 10 月 4 日まで 

 

３ 監査の場所    監査委員事務局 

 

４ 監査の結果 

 

  （１）まえがき 

 

今回の監査は、令和 4 年度監査等業務実施要綱第 3 条の規定により、令和 3 年度におけ

る財政課、契約検査室及び建築住宅課の財務に関する事務が、関係法令・条例等に基づき

適正に処理されているかについて重点をおき、関係書類の審査を行ったものである。 

 また、令和 4 年 9 月現在における組織、職員の配置状況及び主な分掌事務並びに令和 4

年 5月末現在における予算執行状況、その他参考資料は付表のとおりである。 

 

  （２）業務の全般的執行状況について 

 

［財政課、契約検査室］ 

財政課は、財政係、公有財産管理係の 2係、課長以下 13名で、契約検査室は、工事契約

検査係、用度係の 2係、室長以下 7名で構成されている。 

財政係は、市の財政計画に関する事項、予算の編成及び執行に関する事項、地方交付税

及び市債に関する事項など、市の財政全般を担当している。 

本市の財政状況を見ると、歳入では、自主財源の柱である市税の増収を見込むことは非

常に難しく、さらには普通交付税の合併算定替による優遇措置が、既に終了しており、歳

入の確保が難しくなる一方、歳出においては、扶助費など社会保障関連経費の増加に加え、

公共施設等の多額の更新費用が見込まれるなど、令和 3 年度に策定した令和 8 年度までの

財政推計においては、財源不足が生じることが見込まれている。 

今後においては、行政改革大綱・実行プランを着実に推進し、更なる財源確保に努める

とともに、事業の重点化を図るなど、徹底した事務事業の見直しによる経常経費の抑制を

図り、健全財政の堅持について特段の注意を払うよう要望する。 

公有財産管理係は、市有財産の取得・管理及び処分に関する事項、電話交換業務に関す

る事項、公用車等の管理及び安全運転に関する事項などを担当している。 

庁舎管理については、本庁舎、別館、各振興局の管理を行っているが、各施設とも老朽

化に伴う修繕が多く発生していることから、平成 25 年度から 10 年間の計画で、空調、電

気設備等の改修を実施している。 

今後も計画的な改修と、適切な維持管理により、経費削減が図られるよう期待する。 

また、公用車管理については、公用車による事故が未だ発生していることから、更なる
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安全運転の徹底に努めるよう要望する。 

次に、契約検査室では、工事契約検査係において、工事の入札及び契約に関する事項、

工事の検査に関する事項を担当している。 

電子入札の導入により、入札の透明性・公正性の向上や入札事務の効率化が図られてい

る。令和 4 年度からは建設コンサルタント業務の契約業務を行うことで、入札から契約ま

で一貫して行い、事務の効率化に努めている。 

また、令和 2 年度末から、日田市発注工事の建設現場における働き方改革の取組として

「余裕期間制度」を導入している。今後も、より公正で効率的な入札の執行に努めるよう

要望する。 

用度係は、物品の購入契約全般に関する事項、不用物品の処分に関する事項などを担当

し、各課からの物品購入請求により、会計規則等の関係規定に基づき、適正な契約事務の

執行にあたっている。 

また、業者選定にあたっては、市内業者を優先的に指名するなど地場産業の育成にも配

慮するとともに、需要が多い物品や工業薬品・医薬品については、単価契約の締結により、

経費の削減と事務の簡素化に努めている。 

今後も、適正な事務の執行に努めるよう要望する。 

 

［建築住宅課］ 

建築住宅課は、住宅係、公共施設整備係及び指導審査係の 3係、課長以下 21 名で構成さ

れている。 

住宅係は、市営住宅に関する事項、住宅新築資金等貸付事業に関する事項などを、公共

施設整備係は、市施設の建築計画、設計及び施工管理の技術に関する事項などを担当して

いる。 

市営住宅の管理においては、令和 3 年度に改訂した「日田市公営住宅等長寿命化計画」

に基づき、市営住宅ストック総合整備事業により快適な住環境の維持と長寿命化を図るた

めの修繕、改修工事及び機器の交換等を行うとともに、入居者が無く、著しく老朽化が進

んだ住宅については解体を行うこととしており、併せて、必要な保守及び定期点検等の実

施により、適切な維持管理に努めている。 

また、平成 20 年度から着手している城内住宅建替事業は、機能拡充による居住性の向上

やバリアフリー化などの住環境整備に取り組んでおり、本年度 9 月の戻り入居をもって完

了となっている。 

他課の所管する市有施設については、「日田市公共施設等総合管理計画」に基づく計画・

設計・監理などの業務を行っており、近年では、閉校した学校の利活用とともに、老朽化

した施設の改修・複合化などの再整備が行われている。 

今後も、適切かつ計画的な維持管理及び営繕業務により、市営住宅及び市有施設の十分

な利活用が図られるよう要望する。 

指導審査係は、建築基準法に基づく確認審査、中間・完了検査、許可・認定、違反建築

物の是正など建築行政に関する事務のほか、建築物省エネ法等に基づく建築物の審査事務
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や長期優良住宅、低炭素住宅の認定、耐震改修促進法に基づく建築物の耐震化など、建築

物に関する多くの事務を担当している。 

また、令和 3 年度に改訂した「日田市空家等対策計画」に基づき、危険空家の除却費補

助や空家の利活用に向けた取組のほか、子育て世帯の負担軽減や高齢者世帯の不安解消な

どを目的としたリフォーム支援事業、通学路上の危険ブロック塀の除却費補助事業にも取

り組んでいる。今後も、関係法令に則った、適正な指導・審査が行われるよう要望する。 

 なお、住宅使用料の収入未済額については、毎年、決算審査において指摘しているよう

に、依然として多額の状態で推移しており、受益者負担と公平性確保の観点から徴収強化

に努めるよう要望する。 

 

（３）監査結果による意見 

 

監査の結果については、全般的に見て概ね良好に処理されている。今後も引き続き適正

な事務処理に努めるよう要望するものである。 
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うち再任用

1 1

1 2 3 1 7

1 1 1 1 1 5

1 2 3 0 4 2 0 0 1 13

（　）は兼務

1.

2. 予算の編成及び執行に関する事項

3. 地方交付税及び市債に関する事項

4.

5.

6.

7. その他市の財政全般に関する事項

8. 債権及び基金に関する事項

1. 部内事務の連絡調整に関する事項

2. 市有財産の取得、管理及び処分に関する事項

3. 電話交換業務に関する事項

4. 公用車等の管理及び安全運転に関する事項

5. 日田市五馬財産区に関する事項

6. 課の庶務に関する事項

計

付表１．　職員配置表及び係別事務分掌表

◎財政課

（１) 職員配置表

(令和4年9月1日現在）

所属長及び係名 課　長 主　幹 主　査 主　任 主　事 主事補
任期付
職　員

会計年度
任用職員

課　長

財政係

公有財産管理係

合　　　計

（２）係別事務分掌表

所属長及び係名 分　　掌　　事　　務

財
政
課

課　長 　課の総括に関する事項

財政係

市の財政計画に関する事項

決算に関する事項

財務に関する事務の検査に関する事項

監査委員監査の結果に対する措置
(財務に関する事務に係るものに限る。)の調整に関する事項

公有財産管理係
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うち再任用

1 1

1 1 2 4

1 1 2

1 2 1 0 1 0 0 0 2 7

（　）は兼務

1. 工事の入札及び契約に関する事項

2. 工事の検査に関する事項

1. 物品の購入契約全般に関する事項

2. 不用物品の処分に関する事項

3. その他用度に関する事項

計

◎契約検査室

（１) 職員配置表

(令和4年9月1日現在）

所属長及び係名 課　長 主　幹 主　査 主　任 主　事 主事補
任期付
職　員

会計年度
任用職員

室　長

工事契約検査係

用度係

合　　　計

（２）係別事務分掌表

所属長及び係名 分　　掌　　事　　務

契
約
検
査
室

室長 　室の総括に関する事項

工事契約検査係

用度係
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うち再任用

1 1

1 1 1 1 1 2 7

3 1 2 1 7

1 1 2 1 1 6

1 5 3 0 3 4 2 0 3 21

（　）は兼務

1. 市営住宅に関する事項

2. 住宅新築資貸付事業に関する事項

3. 租税特別措置法による優良住宅の認定に関する事項

4.

1. 市施設の建築計画、設計及び施工管理の技術に関する事項

2. 市有建築物の営繕の技術に関する事項

1.

2.

3.

4.

5.

6.

7.

8.

9.

10.

11.

12.

13.

14.

15.

16.

17.

18.

◎建築住宅課

（１) 職員配置表

(令和4年9月1日現在）

所属長及び係名 課　長 主　幹 主　査 主　任
任期付
職　員

会計年度
任用職員

計

課　長

住宅係

公共施設整備係

指導審査係

合　　　計

主　事 主事補

（２）係別事務分掌表

所属長及び係名 分　　掌　　事　　務

建
築
住
宅
課

課　長 　課の総括に関する事項

住宅係

課の庶務に関する事項

公共施設整備係

指導審査係

建設工事に係る資材の再資源化等に関する法律(平成12年法律第104
号）に基づく分別解体等の促進に関する事項

建築物の耐震改修の促進に関する法律(平成7年法律第123号)に関す
る事項

木造一戸建て住宅の耐震診断費補助、耐震改修費補助に関する事項

アスベスト相談に関する事項

建築基準法に基づく違反建築物等の是正措置に関する事項

建築基準法に基づく建築物の定期報告・定期点検に関する事項

建築動態統計調査、その他統計報告に関する事項

リフォーム相談に関する事項

高齢者、障害者等の移動等の円滑化の促進に関する法律(平成18年
法律第91号)に関する事項

マンションの建替えの円滑化等に関する法律(平成14年法律第78号)
に関する事項

エネルギーの使用の合理化等に関する法律(昭和54年法律第49号)に
関する事項

空家等対策の推進に関する特別措置法に関する法律（平成26年法律
第127号）に関する事項

建築確認の申請書等の受付及び交付事務に関する事項

建築基準法(昭和25年法律第201号)に基づく建築物、工作物、昇降
機等の確認審査、中間検査及び完了検査に関する事項

建築基準法に基づく道路位置の指定に関する事項

建築基準法に基づく公聴会及び建築審査会に関する事項

独立行政法人住宅金融支援機構法(平成17年法律第82号)に基づく独
立行政法人住宅金融支援機構の設計審査及び検査に関する事項

大分県福祉のまちづくり条例(平成7年大分県条例第7号)に関する事項
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付表２．令和３年度予算の執行状況

　◎ 財政課 （令和4年5月31日現在）

（収入） （単位：円）

計 （Ｃ） （Ｃ）

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ） （Ａ） （Ｂ）

2 1 1 地方揮発油譲与税 97,000,000 0 97,000,000 99,226,000 99,226,000 0

2 2 1 自動車重量譲与税 274,000,000 0 274,000,000 283,704,000 283,704,000 0

2 3 1 森林環境譲与税 176,293,000 0 176,293,000 172,908,000 172,908,000 0

3 1 1 利子割交付金 4,000,000 0 4,000,000 4,448,000 4,448,000 0

4 1 1 配当割交付金 16,000,000 0 16,000,000 27,553,000 27,553,000 0

5 1 1 株式等譲渡所得割交付金 17,000,000 0 17,000,000 29,376,000 29,376,000 0

6 1 1 法人事業税交付金 66,000,000 0 66,000,000 100,230,000 100,230,000 0

7 1 1 地方消費税交付金 1,475,000,000 0 1,475,000,000 1,566,113,000 1,566,113,000 0

8 1 1 ゴルフ場利用税交付金 20,000,000 0 20,000,000 20,767,201 20,767,201 0

9 1 1 自動車税環境性能割交付金 28,000,000 0 28,000,000 23,134,241 23,134,241 0

10 1 1 地方特例交付金 61,000,000 0 61,000,000 52,159,000 52,159,000 0

10 2 1
新型コロナウイルス感染症対策地方税減
収補塡特別交付金 412,972,000 0 412,972,000 141,533,000 141,533,000 0

11 1 1 地方交付税 11,400,000,000 1,170,840,000 12,570,840,000 12,903,545,000 12,903,545,000 0

12 1 1 交通安全対策特別交付金 9,000,000 0 9,000,000 9,412,000 9,412,000 0

14 1 1 総務使用料 5,000,000 0 5,000,000 5,082,717 5,082,717 0

17 1 1 財産貸付収入 7,593,000 0 7,593,000 8,128,509 8,128,509 0

17 1 2 利子及び配当金 21,385,000 2,997,000 24,382,000 22,562,058 22,562,058 0

17 2 1 不動産売払収入 1,000,000 1,000,000 18,264,103 18,264,103 0

17 2 2 物品売払収入 0 4,290,000 4,290,000 4,290,000 4,290,000 0

19 1 1 財政調整基金繰入金 155,343,000 110,939,000 266,282,000 0 0 0

19 2 1 五馬財産区繰入金 200,000 0 200,000 200,000 200,000 0

20 1 1 繰越金 200,000,000 17,479,000 217,479,000 217,479,237 217,479,237 0

21 5 4 過年度収入 1,000 0 1,000 0 0 0

21 5 5 雑入 6,319,000 161,000 6,480,000 20,235,251 20,235,251 0

100.0 100.0

0.0

103.5

85.5

100.0

0.0

98.1

111.2

172.2

172.8

102.7

103.8

1826.4

151.9

82.6

104.6

34.3

107.1

0.0

92.5

106.2

100.0

100.0

100.0

100.0101.7

％

収 入 未 済 額
収 入 率

％

102.3 100.0

100.0

科 目 予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額

項 目 名 当 初 補 正款

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

100.0

0.0

100.0

100.0

100.0

100.0

312.3 100.0
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計 （Ｃ） （Ｃ）

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ） （Ａ） （Ｂ）

22 1 1 総務債 37,000,000 △ 1,900,000 35,100,000 35,000,000 2,300,000 32,700,000

22 1 10 臨時財政対策債 1,120,000,000 △ 415,538,000 704,462,000 704,462,000 704,462,000 0

15,610,106,000 889,268,000 16,499,374,000 16,469,812,317 16,437,112,317 32,700,000

（収入）　繰越明許費

計 （Ｃ） （Ｃ）

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ） （Ａ） （Ｂ）

20 1 1 繰越金 3,000,000 0 3,000,000 3,000,000 3,000,000 0

3,000,000 0 3,000,000 3,000,000 3,000,000 0

99.8合　　　計

収 入 未 済 額
収 入 率科 目

款 項 目 名 当 初

99.6

予 算 現 額

100.0

合　　　計 100.0 100.0

調 定 額 収 入 済 額

補 正 ％ ％

100.0

当 初

6.6

100.0

6.6

100.0

科 目 予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

収 入 率

款 項 目 名 補 正 ％ ％

8



（支出） （単位：円）

支 出 負 担

流 用 充 用 計 行 為 済 額 （Ｂ）

増 減 額 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ）

2 1 1 公用車更新事業 5,000,000 △ 948,000 0 4,052,000 4,051,355 4,051,355

2 1 1 一般管理費（財政課） 76,143,000 4,913,000 0 81,056,000 80,318,091 80,318,091

2 1 3 財政管理費 1,843,000 0 0 1,843,000 1,450,368 1,450,368

2 1 3 財務会計システム管理事業 6,083,000 0 0 6,083,000 6,082,560 6,082,560

2 1 3 財務書類システム管理事業 4,307,000 0 0 4,307,000 4,306,500 4,306,500

2 1 5 財産管理費（職員人件費） 27,169,000 △ 3,390,000 0 23,779,000 23,050,884 23,050,884

2 1 5 財産管理費（本庁舎） 135,284,000 △ 5,323,000 △ 35,230 129,925,770 124,465,434 124,465,434

2 1 5 財産管理費（別館庁舎） 8,672,000 0 35,230 8,707,230 8,675,391 8,675,391

2 1 5 財産管理費（本庁舎等設備改修事業） 1,273,000 0 0 1,273,000 1,250,920 1,250,920

2 1 5 旧振興局解体事業 47,659,000 0 0 47,659,000 45,760,000 0

2 1 5 普通財産施設解体事業 12,298,000 △ 1,881,000 0 10,417,000 2,926,000 2,926,000

2 1 13 国県支出金等精算返還金 1,000,000 157,032,000 122,616 158,154,616 158,154,616 158,154,616

2 1 14 都市開発基金管理費 904,000 0 0 904,000 669,433 669,433

2 1 15 財政調整基金管理費 10,611,000 2,527,000 20,779 13,158,779 13,158,779 13,158,779

2 1 16 減債基金管理費 5,903,000 0 △ 21,270 5,881,730 4,938,066 4,938,066

2 1 17 市有施設整備基金管理費 3,942,000 210,945,000 0 214,887,000 214,258,270 214,258,270

2 1 22 土地開発基金管理費 16,000 0 0 16,000 3,044 3,044

2 1 25 災害対策基金管理費 15,000 500,470,000 491 500,485,491 500,485,491 500,485,491

12 1 1 元金 4,196,539,000 60,000 0 4,196,599,000 4,196,598,635 4,196,598,635

12 1 2 利子 103,289,000 △ 16,390,000 0 86,899,000 86,020,353 86,020,353

14 1 1 予備費 50,000,000 0 △ 3,137,833 46,862,167 0 0

4,697,950,000 848,015,000 △ 3,015,217 5,542,949,783 5,476,624,190 5,430,864,190

943,664 84.0

628,730 99.7

46,862,167 0.0

365

66,325,593 98.8

19.0

0 100.0

100.0

95.8

234,567 74.1

0 100.0

1,899,000 96.0

7,491,000 28.1

100.0

31,839 99.6

100.0645

500

878,647 99.0

12,956

22,080

0

96.9

5,460,336

98.3

100.0

執 行 率

392,632 78.7

％

99.1

合　　　計

事 業 名
（Ａ）－（Ｂ）

款 項 目 当 初

科 目

728,116

補 正

予 算 現 額
支 出 済 額 残 額

100.0

737,909

440

（令和4年5月31日現在）

9



（支出）繰越明許費

支 出 負 担

流 用 充 用 計 行 為 済 額 （Ｂ）

増 減 額 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ）

2 1 5 財産管理費（本庁舎） 3,000,000 0 3,000,000 3,000,000 2,698,296 301,704

3,000,000 0 3,000,000 3,000,000 2,698,296 301,704

　◎ 契約検査室

（令和4年5月31日現在）

（支出） （単位：円）

支 出 負 担

流 用 充 用 計 行 為 済 額 （Ｂ）

増 減 額 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ）

2 1 1 一般管理費（契約検査室） 3,463,000 666,000 327 4,129,327 3,973,444 3,973,444

3,463,000 666,000 327 4,129,327 3,973,444 3,973,444合    計 155,883 96.2

96.2155,883

款 項 目 ％
（Ａ）－（Ｂ）

事 業 名

支 出 済 額 残 額

補 正

科 目

当 初

予 算 現 額 執 行 率

科 目 予 算 現 額
支 出 済 額 残 額

執 行 率

款 項 目 事 業 名

合　　　計 301704.0 89.9

当 初 補 正 ％
（Ａ）－（Ｂ）

301,704 89.9

1
0



　◎ 建築住宅課 （令和4年5月31日現在）

（収入）　一般会計 （単位：円）

計 （Ｃ） （Ｃ）
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ） （Ａ） （Ｂ）

14 1 6 土木使用料 284,534,000 0 284,534,000 312,103,504 270,845,038 41,258,466

14 2 1 総務手数料 240,000 0 240,000 164,300 164,300 0

14 2 4 土木手数料 7,605,000 0 7,605,000 7,822,500 7,822,500 0

15 2 5 土木費国庫補助金 107,217,000 △ 578,000 106,639,000 104,990,000 104,990,000 0

16 1 1 民生費県負担金 3,352,000 2,724,000 6,076,000 4,588,200 4,588,200 0

16 2 2 民生費県補助金 813,000 △ 813,000 0 0 0 0

16 2 6 土木費県補助金 4,697,000 △ 1,652,000 3,045,000 2,123,000 2,123,000 0

16 3 6 土木費県委託金 52,000 0 52,000 46,000 46,000 0

19 3 1
住宅新築資金等貸付事業特別会計
繰入金 1,287,000 0 1,287,000 1,287,000 1,287,000 0

21 5 5 雑入 1,388,000 0 1,388,000 1,652,453 1,342,573 309,880

22 1 6 土木債 89,700,000 △ 28,700,000 61,000,000 61,000,000 61,000,000 0

500,885,000 △ 29,019,000 471,866,000 495,776,957 454,208,611 41,568,346

（収入）　繰越明許費

計 （Ｃ） （Ｃ）
（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ） （Ａ） （Ｂ）

20 1 1 繰越金 5,949,600 0 5,949,600 5,949,600 5,949,600 0

5,949,600 0 5,949,600 5,949,600 5,949,600 0

合　　　計

100.0

102.9 100.0

98.5 100.0

69.7 100.0

96.7 81.3

100.0 100.0

96.3

88.5 100.0

100.0 100.0

91.6

75.5 100.0

0.0 0.0

95.2 86.8

68.5

項 目 名 当 初 補 正 ％ ％

科 目 予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

収 入 率

款

％

収 入 率

款 項 目 名 当 初 補 正 ％

100.0 100.0

合　　　計 100.0 100.0

科 目 予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

1
1



（支出）　一般会計 （単位：円）

支 出 負 担

流 用 充 用 計 行 為 済 額 （Ｂ）

増 減 額 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ）

3 5 1 災害救助費（R2年7月） 10,459,000 △ 1,798,000 0 8,661,000 8,653,100 8,653,100

8 1 1 建築基準法に関する事務事業 874,000 0 0 874,000 616,186 616,186

8 1 1 耐震改修促進事業 2,700,000 1,760,000 0 4,460,000 2,205,000 2,205,000

8 1 1 空家対策事業 2,466,000 △ 934,000 0 1,532,000 1,507,507 1,507,507

8 1 1
三世代同居世帯リフォーム支
援事業 4,200,000 △ 2,078,000 0 2,122,000 2,122,000 2,122,000

8 1 1
がけ地近接等危険住宅移転事
業 5,185,000 △ 4,210,000 0 975,000 975,000 975,000

8 1 1
危険ブロック塀等除却補助事
業 1,500,000 0 0 1,500,000 264,000 264,000

8 5 1 職員人件費 12,143,000 △ 531,000 0 11,612,000 11,605,796 11,605,796

8 5 1 住宅管理費 43,128,000 0 592,000 43,720,000 43,120,229 43,120,229

8 5 1
市営住宅ストック総合整備事
業 49,837,000 0 △ 592,000 49,245,000 49,096,470 49,096,470

8 5 2 職員人件費 9,190,000 △ 75,000 0 9,115,000 9,108,835 9,108,835

8 5 2 城内住宅建替事業 200,626,000 △ 33,420,000 0 167,206,000 167,205,493 167,205,493

342,308,000 △ 41,286,000 0 301,022,000 296,479,616 296,479,616

（支出）繰越明許費

支 出 負 担

流 用 充 用 計 行 為 済 額 （Ｂ）

増 減 額 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ）

11 3 4 住宅施設災害復旧事業 5,949,600 0 0 5,949,600 5,949,600 0

5,949,600 0 0 5,949,600 5,949,600 0

合    計 4,542,384 98.5

507 100.0

6,165 99.9

6,204 99.9

599,771 98.6

148,530

24,493 98.4

99.7

0 100.0

0 100.0

1,236,000 17.6

補 正 ％
（Ａ）－（Ｂ）

257,814 70.5

2,255,000 49.4

7,900 99.9

科 目 予 算 現 額
支 出 済 額 残 額

執 行 率

款 項 目 事 業 名 当 初

科 目 予 算 現 額
支 出 済 額 残 額

執 行 率

款 項 目 事 業 名 当 初 補 正 ％
（Ａ）－（Ｂ）

0 100.0

合　　　計 0 100.0

1
2



（収入）　住宅新築資金等貸付事業特別会計 （単位：円）

計 （Ｃ） （Ｃ）

（Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ｂ）－（Ｃ） （Ａ） （Ｂ）

1 1 1 繰越金 1,000 0 1,000 0 0 0

2 1 1
住宅新築資金等貸付金元利収
入 1,920,000 0 1,920,000 98,261,731 1,987,800 96,273,931

1,921,000 0 1,921,000 98,261,731 1,987,800 96,273,931

（支出）　住宅新築資金等貸付事業特別会計 （単位：円）

支 出 負 担

流 用 充 用 計 行 為 済 額 （Ｂ）

増 減 額 （Ａ） （Ｂ） （Ｃ） （Ａ）

1 1 1 一般管理費 1,351,000 0 0 1,351,000 1,328,348 1,328,348

2 1 1 公債費（元金） 559,000 0 0 559,000 558,834 558,834

2 1 2 公債費（利子） 11,000 0 0 11,000 10,920 10,920

1,921,000 0 0 1,921,000 1,898,102 1,898,102

80 99.3

合    計 22,898 98.8

％
（Ａ）－（Ｂ）

22,652 98.3

166 100.0

款 項 目 事 業 名 当 初 補 正

合　　　計 103.5 2.0

科 目 予 算 現 額
支 出 済 額 残 額

執 行 率

補 正 ％ ％

0.0 0.0

103.5 2.0

科 目 予 算 現 額
調 定 額 収 入 済 額 収 入 未 済 額

収 入 率

款 項 目 名 当 初

1
3



付表３．令和３年度委託契約の状況　　～契約金額 　２００万円以上分～

　◎ 財政課 （令和4年3月31日現在、単位：円）

委 託 契 約 の 名 称 契約の相手方 内　　　　　　　容 契約年月日 契約金額
（当該年度分）

期間
自：上段
至：下段

日田市タクシー協会

会長　石川　尚文

株式会社　浄化槽管理センター

代表取締役　安部　明美

株式会社　浄化槽管理センター

代表取締役　安部　明美

株式会社　公益社

代表取締役　石田　考一

株式会社　公益社

代表取締役　石田　考一

株式会社　大日

代表取締役社長　宇野　浩一

朝日警備保障株式会社

代表取締役　伊藤　更治

中央ビル管理株式会社

代表取締役　末松　一成

中央ビル管理株式会社

代表取締役　末松　一成

中央ビル管理株式会社

代表取締役　末松　一成

日本連合警備株式会社

代表取締役　馬場　ヒロ子

公益社団法人
日田市シルバー人材センター

理事長　瀬戸　亨一郎

令和３年度 日田市有バス運転業務委託
料

日田市有バス（２台）の運転委託業務 令和3年4月1日 3,234,000
令和3年4月1日

令和4年3月31日

令和３年度　浄化槽施設管理業務（旧
市内北ルート）

旧市内北ルート管内指定箇所の浄化槽保守管理業務 令和3年4月1日 5,309,920
令和3年4月1日

令和4年3月31日

令和３年度　浄化槽施設管理業務(天瀬
町ルート)

天瀬町ルート管内指定箇所の浄化槽保守管理業務 令和3年4月1日 3,289,396
令和3年4月1日

令和4年3月31日

令和３年度　浄化槽施設管理業務(大山
町・前津江町ルート)

大山町・前津江町ルート管内指定箇所の浄化槽保守管
理業務

令和3年4月1日 3,127,410
令和3年4月1日

令和4年3月31日

令和３年度　浄化槽施設管理業務(上津
江町ルート)

上津江町ルート管内指定箇所の浄化槽保守管理業務 令和3年4月1日 3,781,448
令和3年4月1日

令和4年3月31日

令和３年度・令和４年度・令和５年度
市庁舎･別館設備管理保守点検業務

本庁舎・別館設備管理保守点検業務
（冷熱交換機、ボイラー等設備の保守点検及び、施設
設備の中央監視・制御業務）

令和3年4月1日
95,480,000

(31,826,300)

令和3年4月1日

令和6年3月31日

令和３年度～令和７年度
市役所別館および5振興局機械警備業務

別館及び天瀬・大山・上津江・中津江・前津江の５振
興局の機械警備業務（夜間　職員退庁後から登庁ま
で）

令和3年4月1日
2,178,000
(435,600)

令和3年4月1日

令和8年3月31日

令和３年度　日田市一般廃棄物収集委
託業務（南ルート）

旧日田市内南ルート管内の一般廃棄物収集業務 令和3年4月1日 2,089,120
令和3年4月1日

令和4年3月31日

令和３年度　日田市一般廃棄物収集委
託業務（北ルート）

旧日田市内北ルート管内の一般廃棄物収集業務 令和3年4月1日 2,464,000
令和3年4月1日

令和4年3月31日

令和３年度　日田市一般廃棄物収集委
託業務（振興局ルート）

振興局管内の一般廃棄物収集業務 令和3年4月1日 4,554,880
令和3年4月1日

令和4年3月31日

令和３年度　本庁舎保安警備 本庁舎保安警備業務（17:00～8:30） 令和3年4月1日 8,666,350
令和3年4月1日

令和4年3月31日

令和３年度　日田市本庁舎駐車場整理
業務

市役所本庁舎の駐車場整理（駐輪場含む） 令和3年4月1日 5,239,693
令和3年4月1日

令和4年3月31日

1
4



委 託 契 約 の 名 称 契約の相手方 内　　　　　　　容 契約年月日 契約金額
（当該年度分）

期間
自：上段
至：下段

東芝エレベータ株式会社　九州支社

支社長　葛城　弘樹

株式会社　いけ田緑康園

代表取締役　池田　康

江田緑地建設有限会社

代表取締役　江田　則行

株式会社　地域科学研究所

代表取締役　平井　慎一

野村一級建築設計事務所

代表　野村　晋二

　◎ 契約検査室

該当なし

　◎ 建築住宅課 （令和4年3月31日現在、単位：円）

委 託 契 約 の 名 称 契約の相手方 内　　　　　　　容 契約年月日 契約金額
（当該年度分）

期間
自：上段
至：下段

令和３年度　本庁舎昇降機保守点検業
務

本庁舎エレベーター３基の保守点検業務 令和3年4月1日 2,772,000
令和3年4月1日

令和4年3月31日

令和３年度　日田市庁舎（本庁舎及び
別館）外植栽管理委託業務

庁舎敷地内（外溝、屋上庭園３階及び４階、サンクン
ガーデン、庁舎別館）及びその他の剪定・伐採、施
肥、除草、植栽、防除等の管理業務

令和3年4月28日 3,349,500
令和3年5月1日

令和4年3月25日

令和３年度　日田市庁舎（振興局）外
植栽管理委託業務

天瀬・大山・前津江・中津江・上津江振興局庁舎敷地
内及びその他の植栽の剪定、施肥、除草、防除等の管
理業務

令和3年4月28日 2,547,600
令和3年5月1日

令和4年3月25日

財務書類作成システム構築及び作成支
援委託業務

財務書類作成システム構築及び作成支援委託業務 令和3年4月20日 3,388,000
令和3年4月20日

令和4年3月25日

旧鯛生小学校外解体設計業務
旧鯛生小学校校舎、体育館、プール及び旧火葬場の解
体設計積算業務

令和3年7月8日 2,629,000
令和3年7月9日

令和3年11月30日

令和３年度　城内団地Ａ棟外
エレベーター保守点検委託業務

東芝エレベータ株式会社　九州支社
支社長　河口　健士

城内団地Ａ棟、三和団地Ｂ・Ｃ棟に設置している昇降
機の遠隔監視、定期整備などの業務

令和3年4月1日 3,835,920
令和3年4月1日

令和4年3月31日

令和３年度　ハーモニータウン月隈Ａ
～Ｆ棟エレベーター保守点検委託業務

フジテック株式会社　九州支店
支店長　筒井　常元

ハーモニータウン月隈Ａ～Ｆ棟に設置している昇降機
の遠隔監視、定期整備などの業務

令和3年4月1日 4,686,000
令和3年4月1日

令和4年3月31日

令和３年度　朝日ヶ丘団地Ｂ－１号～
Ｂ－４号住宅エレベーター保守点検委
託業務

日本オーチス・エレベータ株式会社
九州支店　支店長　御家瀬　典之

朝日ヶ丘団地Ｂ－１号～Ｂ－４号住宅に設置している
昇降機の遠隔監視、定期整備などの業務

令和3年4月1日 3,421,440
令和3年4月1日

令和4年3月31日

令和３年度　市営住宅消防設備点検業
務

有限会社　加藤電工
代表取締役　加藤　初徳

朝日ヶ団地含む１６団地、４７棟に設置している消防
設備の外観機能点検、総合点検業務

令和3年4月22日 4,845,500
令和3年4月23日

令和4年3月11日
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付表４．令和３年度負担金、補助及び交付金の状況

　◎ 財政課

該当なし

　◎ 契約検査室

負担金の名称 負担先の名称・代表者名 事　業　内　容 負 担 額 負担済額 未負担額

電子入札システム管理負担金 大分県知事　広瀬　勝貞
公共工事入札の透明性・競争性の向上
及び電子自治体推進の一貫としてシス
テムを利活用する事業

1,847,360 1,847,360 0

　◎ 建築住宅課

負担金の名称 負担先の名称・代表者名 事　業　内　容 負 担 額 負担済額 未負担額

日本建築行政会議負担金
日本建築行政会議
会長　山崎　弘人

建築行政を支援するため、建築行政に
関する重要事項の審議、調査研究事
業、国際交流及び海外建築事情調査事
業、図書等の刊行、講習会等の開催、
情報提供事業、国等からの調査委託に
関する事業

100,000 100,000 0
建築基準法第4条第2項に該当す
る特定行政庁は一律

（１）負担金　　  ～金額 １０万円以上～

（令和4年5月31日現在、単位：円）

負担額の算定方法

運用費用×1/2×日田市人口
/大分県人口

（令和4年5月31日現在、単位：円）

負担額の算定方法

1
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　◎ 財政課、契約検査室

該当なし

　◎ 建築住宅課

補助金等の名称 交付先の名称・代表者名 事　業　内　容 事 業 費 補 助 率 交付決定額 交付済額 未交付額

木造住宅耐震化促進事業補助金 各申請者
耐震診断の結果が基準評点未満であっ
た木造一戸建て住宅を、基準評点以上
とする耐震改修工事に対し補助する

3,800,000
2/3

（限度額80万円～
100万円）

2,000,000 2,000,000 0

リフォーム支援事業 各申請者

18歳未満の子どもを含む三世代が同居
する世帯、18歳未満の子どもがいる世
帯、65歳以上の高齢者がいる世帯のリ
フォーム工事に対し補助する

2,122,000

5/10
（限度額75万円）

2/10
（限度額30万円）

2,122,000 2,122,000 0

危険空家等除却事業 各申請者
不良住宅と判定され、倒壊した場合に
周辺の建築物又は道路に影響を及ぼす
空家の除却工事に対し補助する

1,368,000 1/2
（限度額100万円）

1,368,000 1,368,000 0

がけ地近接等危険住宅移転事業 各申請者

土砂災害特別警戒区域等からの移転に
係る経費に対し補助する
危険住宅の除却
安全な地域への移転（新築・購入）の
ための借入金利子相当額

978,000

10/10
限度額

除却：97.5万円
利子相当額：

421万円

975,000 975,000 0

（令和4年5月31日現在、単位：円）

（２）補助及び交付金　　～金額５０万円以上～
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付表５．令和３年度工事請負費の状況　～契約金額１００万円以上～

　◎ 財政課、契約検査室

請負業者

代表者名 着　工 竣　工

本庁舎７階バリアフリートイレ
整備工事

有限会社　桑野組
代表取締役　桑野博巳

指名競争入札 R3.4.23 R3.7.21 2,808,300 2,698,269
市役所本庁舎7階にバリアフ
リートイレを整備したもの

工　　事　　名 契約方法

　　 （令和4年5月31日現在、単位：円）

工　事　期　間
設計金額 契約金額 工　事　概　要
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　◎ 建築住宅課

請負業者

代表者名 着　工 竣　工

城内団地３０１棟改修
建築主体工事

中野・渡辺建設工事共同企業体
代表構成員　株式会社　中野組
中野　隆之

要件設定型一般競
争入札(事後審査

型)
R3.9.28 R4.8.1 230,120,000 229,900,000

鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造4階建1棟
大規模改修

城内団地３０１棟改修
電気設備工事

株式会社　ＨＩＲＯＤＥＮ
代表取締役　佐藤　浩之

指名競争入札 R3.10.15 R4.8.1 44,858,000 43,560,000
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造4階建1棟
改修電気設備工事

城内団地３０１棟改修
機械設備工事

株式会社　大日
代表取締役社長　宇野　浩一

指名競争入札 R3.10.22 R4.8.1 53,955,000 53,130,000
鉄筋ｺﾝｸﾘｰﾄ造4階建1棟
改修機械設備工事

令和3年度　桃山団地E棟隔測
メーター外取替工事

中央設備株式会社
代表取締役　井出　英二

指名競争入札 R3.5.28 R3.9.30 5,887,200 5,830,000 水道メーター・検針盤取替

ハーモニータウン月隈Ｄ棟
エレベータ改修工事

フジテック株式会社　九州支店
支店長　筒井　常元

随意契約 R3.7.2 R3.12.28 9,625,000 9,625,000 エレベータ設備の更新

戸ノ上特公賃住宅９～１７号
外部塗装改修工事

有限会社　おおば塗装
代表取締役　大庭　陽子

指名競争入札 R3.8.6 R3.11.26 15,441,800 14,048,100 屋根・外壁の改修

令和3年度　坂井町住宅外消防設
備改修工事

有限会社　加藤電工
代表取締役　加藤　初徳

随意契約 R3.12.13 R4.2.9 1,285,900 1,274,900 消防設備の改修

ハーモニータウン月隈ガス漏え
い個所補修工事

株式会社　ハセベ水道
代表取締役　上原　英之

随意契約 R4.2.8 R4.3.15 1,298,000 1,296,900 ガス管の補修

片仁田住宅等災害復旧工事
株式会社　梅木土砂
代表取締役　梅木　誠二

指名競争入札 R3.2.26 R3.6.21 9,995,000 9,916,000
片仁田特公賃住宅解体1棟、外
構工事

工　　事　　名 契約方法
工　事　期　間

設計金額

　　 （令和4年5月31日現在、単位：円）

契約金額 工　事　概　要
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付表６．令和３年度工事契約件数及び金額の状況

　◎ 契約検査室

（令和4年3月31日現在、単位：円、％）

月 件数 契  約  額 平均落札率 備　　　考

4 17 322,237,296 98.48%

5 21 507,330,131 97.39%

6 18 664,466,000 97.73%

7 26 588,543,954 96.55%

8 18 658,240,000 98.02%

9 16 397,335,961 98.15%

10 23 474,101,232 98.68%

11 21 242,512,424 99.29%

12 10 105,334,900 99.17%

1 17 148,891,600 98.63%

2 18 279,213,000 99.11%

3 3 69,179,000 99.79%

計 208 4,457,385,498 98.15%

※平均落札率は、落札額の合計／予定価格の合計

2
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付表７．建築確認申請等の受付及び交付事務の状況

令和３年度

151 件

138 件

59 件

149 件

172 件

15 件

9 件

0 件

0 件

0 件

4 件

1 件

1 件

42 件

16 件

247 件

2 件

0 件

131 件

11 件

0 件

2 件

7 件

6 件

92 件

0 回

2 回／年

1 回／年

・耐震改修促進法に基づく認定に関すること

・建設リサイクル法に基づく届出

・建築物省エネ法に基づく省エネ計画の届出

・建築物省エネ法に基づく性能向上計画認定

・建築認定申請

・建築審査会に関すること

・建築計画概要書閲覧申請

・定期報告書（特殊建築物、建築設備、防火設備、昇降機等）

・大分県福祉のまちづくり条例に関すること

・建築物防災週間に関すること

・違反建築物防止週間に関すること

（令和4年3月31日現在）

・違反建築物等の是正措置

・建築物省エネ法に基づく省エネ適合性判定

・施工状況報告書

・建築許可申請

・全体計画承認申請

・長期優良住宅認定申請

・低炭素建築物認定申請

・工事届 、除却届

・道路位置指定申請

・道路位置指定完了（現場）検査

・住宅金融支援機構の現場（中間、完了）審査

・仮使用申請

・住宅金融支援機構の設計審査

事　務　内　容 件　　数

・確認申請、計画通知の設計審査

・指定確認機関による確認申請の設計審査

・中間検査申請、中間通知の中間（現場）検査

・完了検査申請、完了通知の完了（現場）検査
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